
 事　業 令和５年度実績 担当課

　令和元年度に実施した「新座市男女平等意識・実態調査」の調査
結果を支援体制構築や啓発活動に活用した。
　国の「男女間における暴力に関する調査」や県の「男女共同参画
に関する意識・実態調査」等の調査結果を支援体制構築や啓発活動
に活用した。

福祉政策課

　令和元年度に実施した「新座市男女平等意識・実態調査」等の調
査結果を支援体制構築や啓発活動に活用した。

人権推進室

　１１月２５日の「女性に対する暴力撤廃国際日」に合わせて以下
を実施し、意識啓発を図った。
・パープルリボン運動として、パープルリボン（女性に対する暴力
根絶のシンボル）シール入りポケットティッシュを４８０個配布し
た。
・１１月１６日から２１日にかけて市民ギャラリーで開催した
「パープルリボンパネル展」（十文字学園女子大学と協同開催）に
おいて、ＤＶに関するポスター作品や、防止啓発に係るパネルを展
示した。
・広報にいざ１１月号にＤＶ特集記事を掲載した。

　二十歳の集いの会場において、デートＤＶ防止啓発カード入りポ
ケットティッシュを１００個配架した。

福祉政策課

　人権啓発品を研修会等様々な機会を捉えて配布し、市職員、市内
事業者、商工会、民生・児童委員、町内会等、より多くの方に対し
意識啓発を行った。

人権推進室

　人権コーナーを設置して、標語を掲示している。
　男女共同参画講演会において、女性の生き方が制限されていた時
代に配偶者からＤＶを受けるなど波乱万丈の人生を送った女性の生
き様について考える機会を設けた。

中央公民館

　１１月に「ドメスティック・バイオレンス防止の本」として、
ＤＶ関連図書及び資料の展示を行った。（福祉政策課と連携）展示
冊数：５５冊、貸出タイトル数：２６タイトル、貸出回数：３０回

中央図書館

　１１月１６日から２１日にかけて市民ギャラリーで開催した
「パープルリボンパネル展」（十文字学園女子大学と協同開催）に
おいて、ＤＶを生む人間関係や、ＤＶを生む考え方に関するパネル
を展示し、加害者とならない予防啓発を行った。

福祉政策課

　１１月に「ドメスティック・バイオレンス防止の本」として、
ＤＶ関連図書及び資料の展示を行った。（福祉政策課と連携）展示
冊数：５５冊、貸出タイトル数：２６タイトル、貸出回数：３０回

中央図書館

第３次新座市配偶者等からの暴力防止及び被害者支援基本計画
事業進捗状況報告書（令和５年度）

基本目標１：ＤＶ防止のための啓発 ・教育

◆施策１　市民への意識啓発と地域における理解の促進

１　ＤＶに関する調査・研究
　
　ＤＶ防止啓発及びＤＶ被害者支援
のため、実態調査を行うとともに、
国・県などの調査・研究結果を把握
する。

２　ＤＶ防止に係る広報・学習機
　会の提供・意識啓発
　
　市民一人一人がＤＶについて正し
い理解を深め、暴力の潜在化を防い
でいくため、学習の機会を設け、意
識啓発を行う。
　被害者に気付きを促し、周囲の方
もＤＶを見過ごさないよう、地域に
対して啓発を行う。

３　加害者とならない予防啓発
　
　加害者へのＤＶの気付きの促進な
ど、加害者とならない予防啓発を行
う。
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事　業 令和５年度実績 担当課

４　学校における人権教育の推進

　児童・生徒の人権尊重意識・男女
共同参画意識を高めるための人権教
育、男女平等教育、性に関する指導
を充実させる。

　学校人権教育主任研修会を実施し、臨地研修会や授業研究会を通
して、埼玉県が示す１３の人権課題に基づき、児童生徒の人権意識
を高める指導の在り方等を研修した（年３回：５月、８月、１２
月）。
　県教育局が実施する人権教育に関する研修会等について積極的に
参加するよう周知し、出席対応をしてきた。

教育支援課

　１１月１６日から２１日にかけて市民ギャラリーで開催した
「パープルリボンパネル展」（十文字学園女子大学と協同開催）に
おいて、デートＤＶをテーマとするポスター作品を展示した。
　二十歳の集いの会場において、デートＤＶ防止啓発カード入りポ
ケットティッシュを１００個配架した。
　市ホームページにおいて、デートＤＶについて周知し、埼玉県が
作成した「デートＤＶまるわかりＢＯＯＫ」を掲載した。

福祉政策課

　新規採用職員を対象に、初任者研修（後期）において、男女共同
参画とＤＶに関する研修を実施した。

人権推進室

 実施しなかったが、今後機会を捉えて検討する。 中央公民館

　１１月に「ドメスティック・バイオレンス防止の本」として、
ＤＶ関連図書及び資料の展示を行った。（福祉政策課と連携）展示
冊数：５５冊、貸出タイトル数：２６タイトル、貸出回数：３０回

中央図書館

　県主催の「令和５年度デートＤＶ防止学校教育関係者研修会」、
「令和５年度児童虐待防止支援研修会」について、市立各小・中学
校へ周知し、参加を促した。
　県が作成した「児童虐待防止のための啓発リーフレット」を保護
者へ配布した。
　研修やリーフレットの配布を通し、意識啓発を図った。

教育相談セン
ター

事　業 令和５年度実績 担当課

６　ＤＶが子どもに及ぼす影響に
　関する啓発

　ＤＶが子どもに及ぼす影響につい
て、親、保育士等の支援者に対し、
広く意識啓発を行う。

　１１月１６日から２１日にかけて市民ギャラリーで開催した
「パープルリボンパネル展」（十文字学園女子大学と協同開催）に
おいて、子どもに及ぼす影響に関するパネルを展示した。
　新入職員初任者研修（後期）において、ＤＶが子どもに及ぼす影
響について意識啓発を行った。

福祉政策課

◆施策２　若年層に対する予防啓発・教育の推進

５　デートＤＶ防止のための啓発
　
　男女の対等なパートナーシップを
理解し、暴力を伴わない人間関係を
構築するよう、交際相手からの（へ
の）暴力の問題について考える機会
を提供する。

◆施策３　子どもに及ぼす影響に関する理解の促進
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事　業 令和５年度実績 担当課

　令和６年１月１５日に「令和５年度新座市ドメスティック・バイ
オレンス対策ネットワーク会議」を開催し、被害者が来所した場合
の報告・連携等を関係機関に依頼した。
　新入職員初任者研修（後期）において、市職員に対し、通報の意
義と必要性について周知した。

福祉政策課

　新入職員初任者研修（後期）において、市職員及び保育士等５２
人に対し、通報の意義と必要性について学ぶ機会を設けた。
　また、令和５年度については実績がないが、職員からの相談等に
よりＤＶ被害者であることを把握した場合は、速やかにＤＶ相談窓
口への相談を勧める。

人事課

　電話問合せや窓口対応時にＤＶ等の相談があれば、関係課へ情報
提供を行うこととしている。

課税課

　ＤＶ被害の相談・情報があった場合、関係課と連携を図った。 納税課

　住民異動の窓口や電話でＤＶ被害の相談があった場合、関係機関
及び庁内各課との連携を図った。

市民課

　相談支援員を配置し、ＤＶ被害の相談や情報提供があった場合、
関係各課との連携を図る。

生活支援課

　相談時にＤＶを疑う情報があった場合には、福祉サービス事業所
や福祉政策課など、関係機関と連携を図って対応するよう努めてい
る。

障がい者福祉
課

　状況に応じて、関係機関へ情報を提供した。 こども支援課

　相談や保育所訪問の際、発達支援だけでなく、家庭内においての
協力体制などを確認しながらＤＶ被害者となりうるような原因がな
いかを早期発見するよう努めた。

児童発達支援
センター

基本目標２：ＤＶ被害者の早期発見と相談体制の充実

◆施策１　ＤＶ被害者の早期発見と相談体制の充実

７　ＤＶ被害者の早期発見と通報
　の必要性の周知

　各種手続、相談、訪問、健診（検
診）等の事業において、ＤＶ被害者
を早期発見するよう努める。
　また、市民、医療関係者、福祉関
係者等のほか、市職員に対し、
「ＤＶ防止法」の規定に基づく通報
の意義と必要性について周知を図
る。
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 ＤＶ被害の相談・情報があった場合、情報を収集し、福祉政策課ほ
か関係課と連携を図った。

長寿はつらつ
課

　相談時にＤＶを疑う情報があった場合には、福祉サービス事業所
やこども支援課など、関係機関と連携を図って対応するよう努めて
いる。

介護保険課

　国保年金課窓口等において各種手続や問合せがあった場合は、必
ず住民情報システムのＤＶ支援者警告表示や世帯メモの確認を徹底
し、折衝上においてＤＶ被害者（加害者）として疑わしい情報を知
り得た場合には、早急に福祉政策課へ連絡して関係各課に情報共有
した。

国保年金課

　各保健事業において、ＤＶ被害者の早期発見という視点を持ち、
市民へ対応するよう努めた。

保健センター

　必要に応じて学校や関係課等と連携し、適切な就学事務に努め
た。

学務課

　デートＤＶ防止学校教育関係者研修会の開催を周知した。 教育支援課

　学校や相談室を通して、ＤＶ被害の情報が合った場合、迅速に対
応できるよう警察や児童相談所、子ども支援課等の関係機関と情報
を共有し、連携を図った。

教育相談セン
ター

　犯罪被害に関する相談時に、ＤＶ被害者の早期発見という視点を
持ち、市民へ対応するよう努めた。

危機管理室

７　ＤＶ被害者の早期発見と通報
　の必要性の周知

　各種手続、相談、訪問、健診（検
診）等の事業において、ＤＶ被害者
を早期発見するよう努める。
　また、市民、医療関係者、福祉関
係者等のほか、市職員に対し、
「ＤＶ防止法」の規定に基づく通報
の意義と必要性について周知を図
る。
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　市ホームページに相談窓口について掲載した。
　広報にいざ１１月号にＤＶ特集記事を掲載し、相談窓口を周知し
た。
　パープルリボン運動として、相談窓口カードを入れたティッシュ
を４８０個配布した。
　１１月１６日から２１日にかけて市民ギャラリーで開催した
「パープルリボンパネル展」において、相談窓口を周知した。
　庁内外関係機関から、各窓口で受けたＤＶ被害者に係る相談につ
いて、５１件の報告を受けた。
　外国籍の方からの相談はあったものの、日本語で対応できたた
め、多言語相談窓口に関する情報提供実績なし。

福祉政策課

　弁護士による支援が必要な市民が相談を行えるよう、法律相談を
原則毎週火曜日・木曜日に実施し、広報などで周知を行った。（相
談件数７４１件、うちＤＶ関連４件）
　外国籍市民に多言語に対応した相談窓口があることを広く周知す
るために、埼玉県及び埼玉県国際交流協会が設置・運営する「外国
人総合相談センター埼玉」のチラシを本庁舎１階・３階のラックに
設置した。
　市ホームページにある「外国人のみなさんに役立つ情報」ページ
について、ルビを振る等外国籍市民が見やすいように整備し、併せ
て相談窓口として「外国人総合相談センター埼玉」や「外国人在留
支援センターFRESC」に係る情報提供を行った。
　市の相談窓口や、「外国人総合相談センター埼玉」等の情報を掲
載した、外国籍市民向け生活ガイドブック「新座市くらしのガイ
ド」（平成３１年３月発行、日本語・英語・中国語・ベトナム語の
４か国語併記）を配布した。

地域活動推進
課

　相談支援員を配置し、ＤＶ被害の相談や情報提供があった場合、
関係各課との連携を図る。

生活支援課

　ＤＶや虐待の疑いがあった障がい者に対し、適切な支援が行われ
る関係機関の情報提供を行い、必要に応じて関係機関と連携を図っ
た。

障がい者福祉
課

　個々の相談内容に応じ、他機関と連携を図り、適切な支援及び情
報を提供した。

こども支援課

　ＤＶ被害の相談があった高齢者に対し、適切な支援が行われる関
係機関の情報提供を行い、必要に応じて関係機関と連携を図った。

長寿はつらつ
課

　各保健事業において、相談窓口の周知を図った。 保健センター

９　配偶者暴力相談支援センター
　の設置
　
　令和６年度の配偶者暴力相談支援
センター設置に向け、準備を進め
る。

　予算を編成し、要綱等を定め、配偶者暴力相談支援センター事業
開始に向けた準備を行った。

福祉政策課

８　相談窓口の周知と充実
　
　ＤＶ被害者が孤立して悩むことの
ないよう、相談窓口の周知を図る。
　また、ＤＶ相談ハンドブック等を
活用し、関係部署での情報共有な
ど、適切な対応を図る。
　さらに、外国籍の市民が日本語以
外でも相談ができるよう、多言語で
対応できる相談窓口についての情報
提供を行う。

5



事　業 令和５年度実績 担当課

　新入職員初任者研修（後期）において、市職員及び保育士等に対
し、早期発見や二次的被害の防止等について学ぶ機会を設けた。

福祉政策課

　新入職員初任者研修（後期）において、市職員及び保育士等５２
人に対し、ＤＶ被害の早期発見や二次的被害の防止等について学ぶ
機会を設けた。

人事課

　県主催の「令和５年度デートＤＶ防止学校教育関係者研修会」、
「令和５年度児童虐待防止支援研修会」について、市立各小・中学
校へ周知し、参加を促した。本研修を通し、意識啓発を図った。

教育相談セン
ター

　初任者研修等を通じて、ＤＶの現状及び本市の取組（二次的被害
の防止を含む）について学び、職員の意識の向上を図った。

保育課

関係所属　県が開催したＤＶや虐待等の専門研修に参加した。

◆施策２　職員・相談員の資質の向上

１０　市職員等への研修

　市職員、教職員、保育士等がＤＶ
等あらゆる暴力に関して正しい知識
を習得できるよう、研修の機会を設
け、早期発見や二次的被害の防止等
に努める。

１１　相談員研修への参加

　ＤＶ相談に適切に対応できるよ
う、相談員対象の専門研修に参加す
る。
　加害者の更生等に関する情報を収
集する。
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事　業 令和５年度実績 担当課

１２　住民基本台帳事務における支
援措置

　ＤＶ被害者からの申出を受けた場
合には、住民基本台帳の閲覧及び住
民票の写し・戸籍の附票の写しの交
付を制限する。

　令和６年３月３１日現在の支援措置受付状況

　・新座市受付　　　　　１２４件　２５３人
　・転　送受付　　　 　 １８２件　３４８人
　　　　　　　　　計　  ３０６件　６０１人

市民課

事　業 令和５年度実績 担当課

１４　緊急時における一時保護の支
援

　一時保護が実施されるまでの安全
を確保するため、同行・助言などの
支援を行うとともに、関係機関と連
携し、円滑に保護ができる体制を確
立する。

　同行・助言、庁内外関係機関との連携により、適切な保護が行わ
れるよう対応した。

関係所属

１５　保護命令の利用に関する情報
提供
　
　保護命令制度に関する説明及び情
報提供を行う。

　被害者の状況に合わせて、保護命令制度に関する説明及び情報提
供を行った。

福祉政策課

　文書については、取扱いに十分注意し、施錠付きキャビネットに
保管し、在宅勤務時にデータを開かないよう徹底した。
　被害者情報の保護の管理徹底について、所属内及び関係機関と情
報共有を図った。
　窓口等において各種手続や問合せがあった場合は、住民情報シス
テムのＤＶ被害者警告表示及び世帯メモ等を確認し、要支援者に対
して適切な事務処理を徹底した。また、個別に支援が必要な場合に
は、ＤＶ等申出管理票を用いて各業務での支援措置の要否を確認
し、情報漏えいがないよう管理した。
　加害者から窓口や電話で問合せを受けた場合は、被害者情報の漏
えいのないよう細心の注意を払った。
　市民課と連携し、ＤＶ被害者に該当する者を情報管理システムに
登録し、ＤＶ被害者の情報が漏れないよう徹底した。
　他市町村等からの番号連携での照会の際に、自動応答を行うこと
はせず、職員の手作業により回答した。
　情報管理システムにおいて、被害者情報としての入力を徹底する
ことにより、住所等の情報について書類への印字防止等を行った。
　情報管理を徹底するため、支援措置の申出があった場合は、住民
情報システムにＤＶ被害者警告表示の設定を行った。
　ＤＶ被害者への通知方法等について個別対応とし、慎重に取り
扱った。
　令和６年１月１５日に「令和５年度新座市ドメスティック・バイ
オレンス対策ネットワーク会議」を開催し、加害者の追及行為発生
時に情報漏えいが発生しないよう、情報共有メンバーを定めた。
　新入職員初任者研修（後期）において、市職員に対し、情報管理
の徹底について周知した。
　加害者からの問合せ等が発生した場合に、被害者等の情報を漏え
いすることのないよう、毎月１回のポップアップ表示により全庁職
員へ警戒を促した。

関係所属

基本目標３：ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実

◆施策１　ＤＶ被害者及びその関係者に係る情報の保護

１３　ＤＶ被害者情報の保護

　ＤＶ加害者からの追及が及ばない
よう、ＤＶ被害者及びその関係者に
係る情報の管理を徹底する。

◆施策２　ＤＶ被害者の安全確保のための支援
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事　業 令和５年度実績 担当課

　ＤＶ被害者が、保険、年金、マイナンバー、手当等の各種手続を
円滑に進められるよう、確認書の発行やＷｉｔｈＹｏｕさいたまの
案内等を行うとともに、関係各課と連携し対応した。

福祉政策課

 必要に応じて庁内各課と連携を図った。 市民課

　被害者から電話や窓口で困りごとなどの相談に乗りながら、適
宜、担当課や相談窓口を案内した。

障がい者福祉
課

　各種手当や助成手続について、被害者の置かれている状況を理解
し、寄り添いながら支援を行った。細心の注意で安全の確保や秘密
の保持に努め、情報の漏えいにより加害者からの追及が及ばないよ
うに配慮した。

こども給付課

　ＤＶ被害者が来庁した際には、国保年金課の業務において個別に
支援が必要な場合には、ＤＶ等申出管理票を用いて各業務での支援
措置の要否を確認するとともに、支援措置が必要な関係各課と連携
し、情報共有・情報管理をした上で担当課へ案内した。

国保年金課

１７　経済的支援

　生活に困窮しているＤＶ被害者に
対し、生活保護制度等による適切な
経済的支援を行う。

　生活保護制度による適切な経済的支援を行った。（生活困窮者自
立相談支援事業は令和５年度支援実績なし）

生活支援課

　住居確保給付金の支給や民間賃貸住宅、グループホーム、母子生
活支援施設、県営住宅等の情報提供を行い、被害者が安心して生活
できるよう支援した。

福祉政策課

　ＤＶ被害者が安心して生活できるよう、住居確保給付金の支給や
県営住宅等への入居支援を行った。（生活困窮者自立相談支援事業
は令和５年度支援実績なし）

生活支援課

　被害者から、今後どのような生活をしていきたいか希望を伺いな
がら、適宜、選択肢のひとつとして、グループホームに入居する場
合の手続きについて説明したり、他の関係機関や相談窓口に繋い
だ。

障がい者福祉
課

　他機関と連携を図り、適切な支援に繋がるよう、情報の提供を
行った。

こども支援課

基本目標４：ＤＶ被害者に対する自立支援の充実

◆施策１　生活再建のための支援

１６　保険、年金、マイナンバー、
手当等の手続における支援

　ＤＶ被害者が、保険、年金、マイ
ナンバー、手当等の各種手続を円滑
に進められるよう支援を行う。

１８　住宅確保のための支援

　ＤＶ被害者が安心して生活できる
よう、住居確保給付金の支給や民間
賃貸住宅、グループホーム、母子生
活支援施設、県営住宅等への入居支
援を行う。
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　被害者の状況に応じて、施設入所や埼玉県あんしん賃貸住まいサ
ポート店等の情報提供を行った。

長寿はつらつ
課

　県営住宅等の情報提供を行い、被害者が安心して生活できるよう
支援した。

建築審査課

　ふるさとハローワークにおいて求職情報の提供等を行うととも
に、内職求人情報の市ホームページへの掲載や課窓口へのチラシの
配架を行った。
　志木市、朝霞市及び和光市との共催で、志木市民会館仮設会議室
を会場とし、「就職準備基礎セミナー」を開催した（２月２８
日）。
　市役所会議室において、毎月第３木曜日に就業相談を実施した。

産業振興課

　就労支援員を配置し、就業促進及び社会的自立に必要な支援を
行った。

生活支援課

　他機関と連携を図り、適切な支援に繋がるよう、情報の提供を
行った。

こども支援課

　離婚等の調停申立ての方法を説明し、パンフレットを用いて法テ
ラスや弁護士会の利用等について情報提供を行った。
　市の法律相談について案内し、予約に当たり地域活動推進課に同
行した。

福祉政策課

　弁護士による支援が必要な市民が相談を行えるよう、法律相談を
原則毎週火曜日・木曜日に実施し、広報などで周知を行った。（相
談件数７４１件、うち離婚関連９９件）

地域活動推進
課

１８　住宅確保のための支援

　ＤＶ被害者が安心して生活できる
よう、住居確保給付金の支給や民間
賃貸住宅、グループホーム、母子生
活支援施設、県営住宅等への入居支
援を行う。

１９　就業のための支援

　ＤＶ被害者が経済的基盤を確立
し、自立した生活を送れるよう、就
業に向けた支援を行う。

２０　法的手続の利用に向けた支援

　離婚等の調停申立ての方法を説明
し、弁護士による支援が必要な場合
は、市の法律相談や法テラスの利用
などについて情報提供を行う。
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事　業 令和５年度実績 担当課

　埼玉県が実施している、ＤＶ被害を受けた女性とその子どものた
めの心理教育プログラム「びーらぶ」について、情報提供を行っ
た。

福祉政策課

　個々の相談内容に応じ、他機関と連携を図り、適切な支援及び情
報を提供した。

こども支援課

・こころの相談窓口掲載リーフレットの設置・配布：３３４枚
・精神保健相談：年7回開催　実件数　９件　来所相談者数　９人
・電話相談件数（精神関係）：３９５件／年
・成人健康相談（すこやか広場健康相談、電話相談等）　延５６３
件
・助産師による女性の健康相談　０件／年

保健センター

事　業 令和５年度実績 担当課

　保育園・幼稚園等と連携し、入園・転入園等の手続の支援を行っ
た。

保育課

　関係課、学校、関係自治体と連携を図り、就学手続の支援を行っ
た。

学務課

　面談の同席や情報共有等により、こども支援課及び保健センター
と連携して対応した。

福祉政策課

　子どもの様子に配慮しながら、所属等での面談や家庭訪問等によ
り状況の確認を行うとともに、相談や避難先などの情報提供を行っ
た。

こども支援課

 各保健事業において見守りを行い、必要に応じて関係機関と連携を
図った。

保健センター

２２　保育・就学等の支援

　保育園・幼稚園・学校等と連携
し、転入園・転入学等の手続の支援
を行う。

２３　心理的虐待等を受けた子ども
の支援

　関係機関と連携し、面前ＤＶ等に
よる心理的虐待等を受けた子どもの
様子に配慮し、適切な対応を行う。

◆施策２　心身の回復に関する支援

２１　相談窓口の周知と充実

　ＤＶ被害者及びその子どもの心身
の回復のため、相談窓口の周知を図
るとともに、精神保健相談などの各
種相談事業の充実を図る。

◆施策３　子どもに対する支援
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事　業 令和５年度実績 担当課

２４　庁内連携の強化

　ＤＶ被害者の意思を尊重した上
で、関連部署で情報や問題を共有す
る。
　また、新座市ドメスティック・バ
イオレンス対策ネットワーク会議を
開催し、関係部署が適切かつ迅速に
対応できるよう連携を図る。

　ＤＶ被害者の意向に沿い、関係部署で情報共有等を行うことによ
り、円滑な支援を行った。
　令和６年１月１５日に「令和５年度新座市ドメスティック・バイ
オレンス対策ネットワーク会議」を開催し、関係部署に円滑な連携
を促した。

福祉政策課

２５　関係機関との連携の強化

　ＤＶ被害者の転出入に係る市区町
村と連携を図る。
　また、ＤＶ被害者に対して適切な
支援を行うため、新座市ドメス
ティック・バイオレンス対策ネット
ワーク会議を開催し、関係機関と連
携を図る。

　ＤＶ被害者の転出入において、他市区町村との連携を図った。
　令和６年１月１５日に「令和５年度新座市ドメスティック・バイ
オレンス対策ネットワーク会議」を開催し、関係機関と連携を図っ
た。

福祉政策課

基本目標５：関係機関との連携

◆施策１　関係機関との連携の強化
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